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５
年
間
に
約
５
兆
円
を
注
ぎ
込
む

　

「
タ
イ
の
ビ
ジ
ネ
ス
シ
ー
ン
で
、
今
後
の

最
重
要
キ
ー
ワ
ー
ド
と
な
る
で
し
ょ
う
」

—
—
。
タ
イ
国
日
本
人
商
工
会
議
所
幹

部
は
こ
う
太
鼓
判
を
押
す
。 

　

今
や
、
２
０
１
５
年
に
発
足
し
た
、
Ａ

Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
１
０
カ
国
に
よ
る
経
済
連
携

「
Ａ
Ｅ
Ｃ
」
（
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ E

co
n
o
m

ic 

C
o
m

m
u
n
ity

／
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
経
済
共
同

体
）
よ
り
も
、
「
Ｅ
Ｅ
Ｃ
」
（Eastern

 

E
co

n
o
m

ic C
o
rrid

o
r

＝
東
部
経
済
回
廊
）

の
方
が
話
題
の
中
心
だ
。

　

同
国
東
部
沿
岸
地
域
の
チ
ョ
ン
ブ
リ
ー
、

ラ
ヨ
ー
ン
、
チ
ャ
チ
ュ
ー
ン
サ
オ
の
３
県
に

ま
た
が
り
、
電
気
自
動
車

（
Ｅ
Ｖ
）
や
プ

ラ
グ
イ
ン
・ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
車

（Ｐ
Ｈ
Ｖ
）
や
、

医
療
、
航
空
、
ロ
ボ
ッ
ト
な
ど
、
ハ
イ
テ
ク

産
業
の
特
定
業
種
の
投
資
促
進
と
、
陸
海

空
イ
ン
フ
ラ
な
ど
を
一
体
的
に
開
発
す
る

の
が
主
眼
で
あ
る
。

　

昨
年
の
夏
に
話
が
持
ち
上
が
り
、
今
年

に
入
っ
て
か
ら
は
、
将
来
の
経
済
を
押
し

上
げ
る
切
り
札
と
目
論
む
。
今
年
３
月
２

３
日
に
は
、
Ｅ
Ｅ
Ｃ
開
発
政
策
委
員
会

（委

員
長
・
プ
ラ
ユ
ッ
ト
暫
定
首
相
）
の
カ
ニ
ッ

ト
事
務
局
長
が
、
日
系
企
業
向
け
セ
ミ
ナ

ー
に
出
席
。
「ま
ず
は
ウ
タ
パ
オ
空
港

（タ

イ
東
部
の
元
軍
用
空
港
を
民
間
転
用
）
の

拡
張
工
事
と
、
こ
こ
か
ら
ス
ワ
ン
ナ
プ
ー
ム
、

ド
ン
ム
ア
ン
両
国
際
空
港
と
を
結
ぶ
高
速

鉄
道
計
画
の
承
認
を
得
て
開
発
を
ス
タ
ー

ト
さ
せ
る
」
と
意
気
込
ん
だ
。
３
空
港
を

結
ぶ
路
線
は
、
既
存
の
ス
ワ
ン
ナ
プ
ー
ム

国
際
空
港
か
ら
バ
ン
コ
ク
中
心
地
を
結
ぶ

エ
ア
ポ
ー
ト
・
レ
イ
ル
リ
ン
ク
の
延
伸
案
が

有
力
で
、
鉄
道
関
連
・
建
設
業
界
に
と
っ

て
は
商
機
と
映
る
。

　

さ
ら
に
、
同
事
務
局
は
プ
ラ
ユ
ッ
ト
暫
定

首
相
の
思
い
を
代
弁
。
政
権
交
代
で
前
政

権
の
計
画
が
白
紙
撤
回
さ
れ
る
と
い
っ
た

過
去
の
例
か
ら
、
近
く
Ｅ
Ｅ
Ｃ
法
を
可
決

さ
せ
、
時
の
政
権
に
関
係
な
く
継
続
さ
せ

る
一
大
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
と
す
る
よ
う
だ
。

す
で
に
、
暫
定
首
相
の
〝
伝
家
の
宝
刀
〞

44
条

（首
相
が
持
つ
司
法
、
立
法
を
も
凌

ぐ
超
法
規
的
権
力
）
の
発
動
で
、
Ｅ
Ｅ
Ｃ

は
法
整
備
前
で
も
着
手
で
き
る
と
い
う
。

今
後
５
年
間
に
、
約
１
・
５
兆
バ
ー
ツ

（約

４
兆
９
０
０
０
億
円
）
を
か
け
、
前
述
の

計
画
に
加
え
、
同
域
内
の
レ
ム
チ
ャ
バ
ン
・

サ
タ
ヒ
ッ
プ
・
マ
プ
タ
プ
ッ
ト
の
３
港
湾
の

拡
張
、
高
速
鉄
道
と
は
別
の
貨
物
用
の
鉄

道
複
線
化
計
画
、
高
速
道
路
整
備
な
ど

を
推
進
す
る
と
い
う
。
ま
た
、
同
地
域
は

Ｉ
Ｏ
Ｔ
技
術
を
使
っ
た
環
境
配
慮
型
エ
ネ
ル

ギ
ー
・
社
会
イ
ン
フ
ラ
の
次
世
代
型
管
理

を
行
な
う
都
市

「
ス
マ
ー
ト
シ
テ
ィ
」
構

想
な
ど
も
用
意
さ
れ
て
い
る
。

　

当
然
、
莫
大
な
資
金

（財
源
）
が
必
要

だ
が
、
そ
こ
は
Ｐ
Ｐ
Ｐ

（
官
民
パ
ー
ト
ナ

ー
シ
ッ
プ
）
を
使
い
民
間
力
で
乗
り
切
る

模
様
で
、
加
え
て
産
業
創
出
の
面
で
は
、

タ
イ
の
王
道
〝
外
資
の
チ
カ
ラ
〞
を
借
り
る
。

す
で
に
、
タ
イ
航
空
と
フ
ラ
ン
ス
・
エ
ア
バ

ス
が
了
解
覚
書
を
結
び
、
機
体
の
整
備
・

補
修
が
で
き
る
よ
う
、
Ｅ
Ｅ
Ｃ
内
で
の
航

空
産
業
の
活
性
化
を
目
指
す
。

　

他
に
も
、
Ｅ
Ｅ
Ｃ
内
で
は
、
高
度
な
知

識
や
経
験
を
持
つ
人
材
の
個
人
所
得
税
を

一
律
17
％
と
す
る
特
典
を
付
与
。
Ｅ
Ｅ
Ｃ

が
欲
す
る
産
業
を
生
み
出
す
企
業
に
は

「
Ｂ
Ｏ
Ｉ

（
タ
イ
国
投
資
委
員
会
）
と
は
、

別
の
優
遇
措
置
も
施
す
」
と
い
う
。

　

Ｂ
Ｏ
Ｉ
と
は
、
要
は
、
外
国
企
業
誘
致

の
た
め
の
〝
ニ
ン
ジ
ン
〞
（
優
遇
策
）
を
ぶ

ら
下
げ
る
組
織
だ
。
そ
の
ト
ッ
プ
で
あ
る

ヒ
ラ
ン
ヤ
ー
長
官
も
、
前
述
の
セ
ミ
ナ
ー

に
出
席
、
日
系
企
業
に
秋
波
を
送
っ
た
。

ま
ず
は
、
投
資
恩
典
で
、
中
で
も
Ｅ
Ｖ
の

組
み
立
て
や
製
造
、
重
要
部
品
の
輸
入
に

対
し
、
最
長
10
年
間
の
法
人
税
免
除

（原

則
８
年
＋
２
年
）
を
提
示
し
た
。

　

Ｐ
Ｈ
Ｖ
は
同
最
長
６
年
間
を
免
除
す
る

他
、
輸
入
機
械
の
関
税
も
３
年
間
無
税
に
。

さ
ら
に
重
要
部
品
に
対
し
て
は
、
法
人
税

の
８
年
間
の
棒
引
き
に
加
え
、
製
造
拠
点

が
Ｅ
Ｅ
Ｃ
内
な
ら
、
さ
ら
に
５
年
間
同
税

日
立
や
ト
ヨ
タ
も
進
出
に
意
欲

  　
　

タ
イ
の
巨
大
経
済
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

　
　
　
　
　
　

「
Ｅ
Ｅ
Ｃ
」
の
実
像
に
迫
る

　
　  

（
「
週
刊
ワ
イ
ズ
」
編
集
長
／
バ
ン
コ
ク
在
住
）

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　   

北
川
　
宏  
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を
半
額
と
す
る
恩
典
も
つ
く
と
い
う
。

　

加
え
て
ヒ
ラ
ン
ヤ
ー
氏
は
、
今
年
２
月
１

３
日
に
施
行
の
Ｂ
Ｏ
Ｉ
の
投
資
奨
励
法
改

正
で
誕
生
し
た
、
特
定
産
業
競
争
力
強

化
法
に
も
言
及
、
特
定
産
業
へ
の
最
長
１

５
年
の
法
人
税
免
除
が
最
大
の
ウ
リ
だ
と

強
調
す
る
。
「
新
法
は
Ｂ
Ｏ
Ｉ
＋
＋
と
覚

え
て
ほ
し
い
。
改
正
法
を
Ｂ
Ｏ
Ｉ
＋
と
２
つ

の
法
律
で
あ
る
こ
と
を
認
識
し
て
も
ら
い

た
い
」
（ヒ
ラ
ン
ヤ
ー
氏
）。

　

ち
な
み
に
新
法
の
恩
典
適
用
は
、
前
述

の
Ｅ
Ｅ
Ｃ
内
で
現
在
実
施
さ
れ
、
か
つ
政

府
が
求
め
る
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
合
致
し
た
事

業
の
み
ら
し
い
。
う
ま
く
行
け
ば
、
新
法

で
定
め
ら
れ
た
補
助
金
ま
で
受
け
ら
れ
る

と
い
う
。

　

一
方
、
改
正
版

（
Ｂ
Ｏ
Ｉ
＋
）
で
は
、

Ｂ
Ｏ
Ｉ
が
定
め
る
高
度
な
技
術
や
技
術
革

新
を
利
用
す
る
事
業
や
研
究
開
発
事
業

に
対
し
て
、
最
長
１
３
年
の
法
人
税
が
免

除
さ
れ
る
。
他
に
も
、
研
究
開
発
や
関

連
す
る
試
験
に
使
用
す
る
原
材
料
の
輸
入

税
の
免
除
な
ど
の
恩
典
も
盛
り
込
ま
れ
た
。

「民
間
企
業
の
力
が
必
要
で
す
。
何
が
あ

っ
て
も
政
府
は
全
力
で
進
め
る
の
で
、
安
心

し
て
ほ
し
い
」
—
—
。
プ
ラ
ユ
ッ
ト
暫
定
首

相
は
４
月
５
日
、
報
道
陣
向
け
に
開
い
た

ウ
タ
パ
オ
国
際
空
港
の
新
タ
ー
ミ
ナ
ル
ビ

ル
の
お
披
露
目
式
で
、
そ
う
強
調
し
た
。

し
つ
こ
い
が
、
同
空
港
は
新
産
業
集
積
地

「Ｅ
Ｅ
Ｃ
計
画
」
の
中
核
を
担
う
。
運
用

さ
れ
れ
ば
、
こ
れ
ま
で
の
４
倍
以
上
と
な

る
年
間
３
０
０
万
人
の
利
用
が
可
能
だ
と

い
う
。
ま
た
、
い
ず
れ
は
同
空
港
と
ス
ワ

ン
ナ
プ
ー
ム
、
ド
ン
ム
ア
ン
両
国
際
空
港

を
鉄
道

（
高
速
線
・
貨
物
線
）
で
結
び
、

バ
ン
コ
ク
首
都
圏
と
の
〝
ヒ
ト
や
モ
ノ
〞
の

新
玄
関
口
と
す
る
構
想
だ
。

　

当
日
、
首
相
を
含
む
関
係
閣
僚
ら
は
、

招
待
し
た
ジ
ェ
ト
ロ
バ
ン
コ
ク
、
ア
マ
タ
グ
ル

ー
プ
、
Ｐ
Ｔ
Ｔ
と
い
っ
た
日
本
の
行
政
や
、

タ
イ
の
民
間
企
業
の
幹
部
と
も
懇
談
。
ジ

ェ
ト
ロ
バ
ン
コ
ク
事
務
所
の
三
又
裕
生
所
長

は

「
Ｅ
Ｅ
Ｃ
内
で
は
高
度
な
知
識
や
経
験

を
持
つ
人
材
は
、
Ｂ
ビ
ザ
要
件

（
外
国
人

１
人
に
対
し
て
タ
イ
人
４
人
の
雇
用
）
を

適
用
外
に
す
る
こ
と
や
、
輸
入
の
際
の
Ｆ

Ｄ
Ａ
認
証
手
続
き
の
簡
素
化
も
お
願
い
し

た
い
」
と
、
期
待
す
る
。

　

さ
ら
に
、
タ
イ
最
大
の
工
業
団
地
開
発
・

運
営
大
手
の
ア
マ
タ
コ
ー
ポ
レ
ー
シ
ョ
ン
の

ウ
イ
ク
ロ
ム
Ｃ
Ｅ
Ｏ
は
、
「Ｅ
Ｅ
Ｃ
に
不
可
欠

な
人
材
育
成
の
た
め
に
、
ア
マ
タ
大
学
を

開
設
す
る
他
、
日
本
の
日
立
製
作
所
と

協
力
し
て
、
工
業
団
地
内
の
工
場
支
援
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
〝
ス
マ
ー
ト
フ
ァ
ク
ト
リ
ー
〞

を
ス
タ
ー
ト
す
る
」
と
話
す
。

　

自
動
車
業
界
か
ら
は
、
Ｂ
Ｍ
Ｗ
が
重
要

部
品
工
場
を
建
設
し
、
ト
ヨ
タ
自
動
車
は

電
気
自
動
車

（Ｅ
Ｖ
）
開
発
拠
点
を
設
け
、

ブ
リ
ヂ
ス
ト
ン
は
航
空
機
の
タ
イ
ヤ
工
場

を
新
設
す
る
。
ｅ
コ
マ
ー
ス
業
界
か
ら
は
、

Ｌ
Ａ
Ｚ
Ａ
Ｄ
Ａ
を
傘
下
に
持
つ
中
国
の
ア
リ

バ
バ
が
、
物
流
セ
ン
タ
ー
を
建
設
す
る
他
、

グ
ー
グ
ル
、
マ
イ
ク
ロ
ソ
フ
ト
な
ど
も
投
資

に
名
乗
り
を
挙
げ
て
い
る
と
い
う
。

国
有
地
99
年
リ
ー
ス
に
反
発
も

　

と
は
言
え
、
外
資
を
求
め
た
な
り
ふ
り

構
わ
な
い
恩
典
攻
勢
に
、
国
民
か
ら
疑
問

符
が
付
さ
れ
て
い
る
の
も
事
実
だ 

。

　

東
部
３
県
に
ハ
イ
テ
ク
産
業
中
心
の
経
済

特
区
や
工
業
団
地
を
整
備
す
る
、
Ｅ
Ｅ
Ｃ

へ
の
外
国
直
接
投
資
を
促
進
す
る
た
め
、

政
府
は
Ｅ
Ｅ
Ｃ
内
国
有
地
の
99
年
間
リ
ー

ス
を
認
め
る
方
針
を
打
ち
出
し
た
。

だ
が
、
市
民
団
体
や
学
界
は

「
外
国
人

に
優
遇
し
過
ぎ
る
。
同
じ
土
地
を
活
用
し

た
い
地
元
住
民
に
対
す
る
差
別
だ
」
と
反

発
。
地
元
紙
に
よ
れ
ば
、
反
対
派
は

「外

国
人
に
99
年
間
も
貸
し
出
せ
ば
、
地
元
の

タ
イ
人
は
少
な
く
と
も
２
世
代
に
わ
た
っ

て
土
地
が
利
用
で
き
な
く
な
る
。
こ
ん
な

差
別
的
な
こ
と
は
な
い
。
自
国
民
を
守
る

の
が
政
府
の
仕
事
だ
ろ
う
」
と
訴
え
て
い

る
と
い
う
。

　

と
こ
ろ
が
、 

Ｅ
Ｅ
Ｃ
開
発
政
策
委
員
会
の

カ
ニ
ッ
ト
事
務
局
長
は
４
月
24
日
、こ
の
「外

国
人
優
遇
」
へ
の
批
判
に
つ
い
て
、
「Ｅ
Ｅ
Ｃ

だ
け
に
認
め
ら
れ
た
措
置
で
は
な
い
。
す

で
に
他
の
経
済
特
区
で
も
適
用
し
て
い
る
」

と
反
論
。
加
え
て
、
Ｅ
Ｅ
Ｃ
の
国
有
地
リ

ー
ス
は
、
１
９
９
９
年
施
行
の
土
地
法
の
規

定
に
基
づ
き
、
当
初
は
50
年
の
土
地
賃
貸

契
約
を
結
び
、
必
要
な
ら
最
長
49
年
間
の

賃
貸
期
間
延
長
を
認
め
る
も
の
だ
と
釈
明
。

加
え
て
、
す
で
に
、
ミ
ャ
ン
マ
ー
と
の
国
境

タ
ー
ク
県
や
ラ
オ
ス
と
接
す
る
サ
ケ
ー
オ

県
な
ど
の
国
境
沿
い
で
開
発
す
る
経
済
特

区
に
も
、
同
様
の
特
典
が
あ
る
と
説
明
す

る
。

　

と
に
か
く
、
２
０
１
７
年
は
、
タ
イ
Ｅ
Ｅ

Ｃ
開
発
元
年
と
な
り
そ
う
だ
。

企業経営者にＥＥＣの魅力を語るプラユット氏（筆者）
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